










【案①】6車線化案［事業費約200～250億円］
（現道を4車線から6車線に拡幅し、交通容量を拡大する案）
(1)交通の円滑化
・走行車線が増えるが、信号交差点は残るため、渋滞緩和の効果は小さい（混雑時の所要
時間が約1分短縮）
(2)交通安全の確保
・信号交差点が残るため、交通事故減少の効果はない
(3)地域産業の活性化
・信号交差点が残るため、輸送時間を短縮できず、移動に必要な時間を想定できない
(4)快適・安心な暮らしづくり
・信号交差点が残るため、交通転換によるバス路線の交通混雑緩和は期待できない
・信号交差点が残るため、救急車の搬送時間を短縮できない
(5)災害に強い道路の確保
・平面構造のため、河川氾濫時において緊急通行確保路線を確保できない
(6)環境、生活等への影響
・現道を拡幅するため、自然環境への影響は小さい
・移転等が必要な家屋は少ない
・信号交差点が残るため、現道沿線の生活環境（大気騒音等）の改善は期待できない
・現道を工事するため、交通規制が最も多い

【案②】交差点立体化案［事業費約400～450億円］
（現道において、交通課題（渋滞、事故）の集中する交差点を立体化し、回避する案）
(1)交通の円滑化
・交差点の立体化により、渋滞が緩和（混雑時の所要時間が約5分短縮）
(2)交通安全の確保
・交通事故が大幅に減少（約9割削減）
(3)地域産業の活性化
・信号交差点を通過しないため、輸送時間を短縮でき、移動に必要な時間を想定しやすい
(4)快適・安心な暮らしづくり
・国道8号への交通転換により、バス路線の混雑緩和が期待できる
・信号交差点を通過しないため、救急車の搬送時間が短縮
(5)災害に強い道路の確保
・高架・盛土構造により、河川氾濫時においても緊急通行確保路線の確保が可能
(6)環境、生活等への影響
・交差点前後区間の整備のため、自然環境への影響は小さい
・移転等が必要な家屋は少ない
・渋滞の緩和に伴い、現道沿線の大気の改善が期待される
・騒音対策及び景観への配慮が必要
・交差点前後区間で工事するため、交通規制が多い

【案③】バイパス案［事業費約700～750億円］
（現道とは別のバイパスを整備し、交通課題（渋滞、事故）の集中する箇所を回避する
案）
(1)交通の円滑化
・バイパスへ交通が転換し、渋滞が大幅に緩和（混雑時の所要時間が約7分短縮）
(2)交通安全の確保
・交通事故が減少（約3割削減）
(3)地域産業の活性化
・信号交差点を通過しないため、輸送時間を短縮でき、移動に必要な時間を想定しやすい
(4)快適・安心な暮らしづくり
・国道8号への交通転換により、バス路線の混雑緩和が期待できる
・救急車の搬送距離が伸びるため、搬送時間を短縮できない
(5)災害に強い道路の確保
・盛土構造により、河川氾濫時においても緊急通行確保路線の確保が可能
(6)環境、生活等への影響
・新たに道路を整備するため、自然環境への影響は大きい
・移転等が必要な家屋は多い
・交通がバイパスに転換するため、バイパス沿線の大気への影響が大きい
・新たに道路を整備するため、交通規制は少ない

【案②】交差点立体化案　を選定

（理由）
・地域の意見聴取結果において、政策目標に
関しては「交通の円滑化」「交通安全の確
保」について重視すべきとする意見が多く、
【案②】交差点立体化案及び【案③】バイパ
ス案が適している
・また、「環境等への影響」「生活への影
響」「工事の影響」への意見も多く、他案に
比べて、【案②】交差点立体化案は複数の影
響に配慮することが可能である

・総合的に判断して【案②】交差点立体化案
が適していると考える

(1)交通の円滑化

(2)交通安全の確保

(3)地域産業の活性化

(4)快適・安心な暮らしづ
くり

(5)災害に強い道路の確保

（課題等）
(1)渋滞
・対象区間のすべての平面交差点が主要渋
滞箇所であり、慢性的な渋滞が発生
(2)事故
・対象区間のほとんどの交差点が事故危険
区間であり、交通事故が多発
(3)物流
・大型車や港湾関連車両が集中し、対象区
間の物流の円滑性が阻害
(4)まちづくり・医療
・市中心部における幹線バス路線の速度低
下が顕著
・救急搬送時間が県内平均値よりも長く、
増加傾向であり、救命率の低下が懸念
(5)水害
・洪水発生時には、広範囲な浸水により緊
急通行確保路線の寸断が懸念

（原因）
(1)渋滞
・交通需要が交通容量を超過
(2)事故
・平面交差点が連続し、混雑を一因として
追突事故が多発
(3)物流
・幹線道路としての機能が不十分
(4)まちづくり・医療
・市街地中心部への通過交通の流入
(5)水害
・国道8号に浸水想定区域が存在
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